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◯18 番（松野 隆）登壇 おはようございます。 

 私は、公明党の渡辺議員の代表質問を補足して、ノンステップバスの普及促進及び強度行

動障がいにおける福岡市方式の構築、以上２点についてお尋ねしてまいります。 

 初めに、ノンステップバスについてです。 

 福岡市内を走る路線バスは、昔と比べると、随分新車両への更新が進み、低公害型バスや

ワンステップバスが主流となりました。しかし、地域の御高齢者や障がい者の皆さんからお

聞きするのは、福岡のバスは段差が高く、しかも、ノンステップバスが少ないということで

す。確かに他都市に行きますと、市バスなど路線バスでノンステップバスを多く見かけます

が、私自身は福岡市内でノンステップバスに乗ったことは一度もありません。本市は平成 14

年に打ち出した交通バリアフリー基本方針において、高齢者、障がい者、妊産婦、ベビーカ

ーを利用する市民など誰もが利用しやすい公共交通機関を目指していくには、施設ととも

に乗り合いバスの改善も必要であると、バリアフリー施策の課題を示しております。 

 まず、現在、本市内を走行するバスの台数全体に占めるノンステップバスの台数及び導入

率について、平成 14 年と比較してお答えください。 

 次に、バリアフリー新法におけるバスのバリアフリー化について、どのように定義され、

今後、ノンステップバスの導入目標について、どう定めているのかお示しください。 

 ノンステップバス導入の現状について、上位、下位それぞれ５都道府県名と、その導入率

についてお答えください。 

 本市はバリアフリー化の進め方について、これまで交通事業者とどのような協議を行っ

てきたのでしょうか。高島市長は、平成 24 年度予算案の市政運営方針の所信表明において、

関係機関と連携したバス停の屋根やベンチの設置、都心部や公共施設などを結ぶバス路線

へのノンステップバスの導入支援、地下鉄駅施設や市営住宅でのバリアフリー化に取り組

みますと方針説明されましたが、平成 24 年度、本市のノンステップバス導入への補助台数

及び補助金額について、あわせて 25 年度の補助台数、金額、国からの補助があれば、あわ

せてお示しください。 

 次に、強度行動障がいについてです。 

 2004 年に判明した知的障がい者更生施設、旧カリタスの家における障がい者虐待事件は、

強度行動障がいによるパニック症状等が頻発する重度の入所者に対し、施設職員による３

年間に及ぶ暴行や、炭や唐がらしを食べさせ、さらに施設長みずから沸騰したコーヒーを飲

ませるなど、驚くべき障がい者への虐待の実態を白日にさらしました。旧カリタスの家事件

を福岡県警捜査一課長として立件された大野副市長は、当事者と家族の深い苦悩や実態を

よく御存じのお一人ではないでしょうか。昨年 10 月１日に施行された障害者虐待防止法で

は、誰であっても障がい者への虐待をしてはならないと明文化され、今後、虐待の持つ意味

が大きく問われ、社会全体がより大きな責任を負うことになります。申すまでもなく、強度



行動障がいとは、自閉症や重度知的障がい者が起こす自傷、他害、物壊しや不眠、多動、パ

ニックなどの頻度の強さと度合いにより、特別な措置が必要とされる重い障がいのことを

指し、症状も人それぞれ異なります。 

 今から７年前の平成 18 年、条例予算特別委員会総会において、我が党の市木潔前議員は、

強度行動障がいに苦しむ御本人と御家族の実態を浮き彫りにしました。理解されない本人

の苦しみは、時にパニックによるかみつきで母親の腕の筋肉を断裂させ、時に発する奇声に

より御近所から嫌がらせを受け、ある人はいじめの後遺症による発症以来、拒食、過食、家

庭内暴力を繰り返すなど、余りにも過酷な本人と御家族の苦しみや絶望に対し、本市は積極

的な対策を約束しました。近年、発達障がい児の増加や知的障がいの重度化、重複化傾向が

指摘されておりますが、そこで、強度行動障がい者の実態について、平成 18 年と比較し、

幼児期、学齢期、成人期について、それぞれ年齢区分についてもお示しください。 

 次に、本市において、強度行動障がい者が利用できる通所更生施設、福祉作業所、デイサ

ービスなどの通所施設数と利用者数の推移並びに入所施設数と入所者数の推移について、

平成 18 年と比較してお答えください。さらに、当時から本市が何をどう進めたのか、具体

的成果についてお示しください。 

 平成 25年度予算案における現段階での強度行動障がい対策事業費及び過去３年間の決算

額についてお示しください。 

 以上で１回目の質問を終わり、２回目以降は自席にて質問いたします。 

◯議長（森 英鷹） 馬場住宅都市局長。 

◯住宅都市局長（馬場 隆） まず、ノンステップバスの台数及び導入率についてお答えい

たします。 

 福岡市内を運行する営業所に配置されている西鉄バス、ＪＲ九州バス、昭和バスの各社の

路線バスにおいては、平成 14 年当時、ノンステップバスの導入台数はゼロ台でしたので、

導入率はゼロ％でございました。現在の状況としては、平成 23 年度末時点での車両総数

1,341 台に対し、導入台数は 21 台、導入率は 1.6％でございます。 

 次に、法におけるバスのバリアフリー化についての定めについてでございますが、平成 18

年に施行された高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、いわゆるバリアフ

リー新法において、バス事業者に対して車両や施設の一層のバリアフリー化が求められて

いるとともに、国、地方公共団体としても必要な措置を講ずるよう努めなければならないこ

ととされております。また、平成 23 年に改定された国の移動円滑化の促進に関する基本方

針において、平成 32 年度までの目標として、ノンステップバスの導入率、約 70％との目標

が定められております。 

 次に、全国のノンステップバス導入の現状につきましては、国土交通省によりますと、平

成 23 年度末時点での導入率の上位の５都道府県としては、１位は愛知県で 62.5％、２位、

東京都 62.0％、３位、京都府 53.8％、４位、埼玉県 51.2％、５位、神奈川県 45.8％でござ

います。また、下位の５都道府県としては、47 位、青森県 0.8％、46 位、秋田県 1.1％、45



位、沖縄県 1.3％、44 位、福岡県 2.1％、43 位、岩手県 2.5％でございます。 

 次に、ノンステップバスの補助についてでございますが、この制度はノンステップバス車

両価格と通常車両価格の差額に対し、その２分の１ずつ、かつ１台当たり 190 万円を上限

とした補助を市と国がそれぞれ交通事業者に補助するものでございます。福岡市の平成 24

年度のノンステップバス導入費補助の予算は、２台分として 380 万円でございます。平成

25 年度の予算につきましては、４台分を想定して、760 万円といたしております。平成 25

年度の国から交通事業者に対する補助につきましては、現段階においては、福岡市と同額の

補助がこの４台に対し行われる見込みであると聞いております。以上でございます。 

◯議長（森 英鷹） 中島保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（中島淳一郎） 強度行動障がい者に関する質問にお答えいたします。 

 まず、福岡市の強度行動障がい者の実態につきましては、平成 18 年度に行った実態調査

結果では、18 歳までの学齢期の方が 12 人、19 歳から 20 歳代までの方が 55 人、30 歳代の

方が 38 人、40 歳以上の方が８人、年齢不明の方が６人の計 119 人でございます。平成 24

年度に行った実態調査結果では、18 歳までの学齢期の方が 27 人、19 歳から 20 歳代までの

方が 86 人、30 歳代の方が 46 人、40 歳以上の方が 31 人の計 190 人でございます。なお、

幼児期の方は平成 18 年度、平成 24 年度ともに該当がございませんでした。 

 次に、福岡市における強度行動障がい者が利用できる施設につきましては、通所施設数と

その利用者数は、平成 18 年度が 12 カ所、30 人、平成 24 年度が 12 カ所、55 人でございま

す。 

 次に、入所施設数とその利用者数は、平成 18 年度が３カ所、12 人、平成 24 年度が３カ

所、24 人でございます。 

 強度行動障がい者の支援につきましては、平成 18 年度に学識経験者や民間障がい者施設

関係者、行政で構成する福岡市強度行動障がい者支援調査研究会を設置し、支援のあり方に

ついて検討を行っております。この研究会の意見を踏まえて、福岡市の強度行動障がい者の

実態調査を平成 18 年度と平成 24 年度に行うとともに、支援技術向上のための研修や短期

入所等の事業に取り組んでおります。また、福岡市の特色ある取り組みとして、強度行動障

がい者が利用しているケアホームや短期入所等の事業所において、他の事業所の職員と共

同して支援を行うモデル事業を平成 21 年 10 月から実施しているところであります。 

 次に、事業の成果につきましては、これまでの研修を受講した支援員数は延べ 246 人で

ございます。また、モデル事業による共同支援の実施回数は、平成 24 年 12 月末現在で延

べ 446 回で、共同支援に従事した施設、事業所の支援員数は延べ 111 人でございます。こ

れまでの取り組みにより、支援技術の向上や施設、事業所間の連携した取り組みの促進が図

られたものと考えております。 

 最後に、福岡市における強度行動障がい者支援に関する平成 25 年度予算につきましては、

強度行動障がい者支援モデル事業に要する経費として、444 万 1,000 円を計上しておりま

す。また、モデル事業の過去３年間の決算額につきましては、平成 21 年度は 68 万 2,000 円



余、平成 22 年度は 131 万 2,000 円余、平成 23 年度は 102 万 8,000 円余となっております。

以上でございます。 

◯議長（森 英鷹） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） まず、バスについてでありますけれども、達成率上位と本県を比べ

ますと、その開きは大変大きく、実態は厳しい状況であります。これまで本市に対し、多く

の市民から幾度となくノンステップバス導入の要望が出ていたはずですが、その声に対す

る本市の対応が鈍かったと聞いております。 

 他都市のノンステップバス導入状況について、東京都及び川崎市を調査してまいりまし

た。東京都交通局は平成９年に初めてノンステップバス２両を導入、以来、翌年からは札幌、

仙台、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸の各都市とともに、ノンステップバス八都市技術会

議を発足しました。平成 12 年交通バリアフリー法施行に伴い、翌 13 年には都営バス全車

両のノンステップ化を決定し、年間１億円以上の事業費をかけ、平成 25 年、ことしの３月

中に約 1,450 台、全車のノンステップ化が完了予定です。都内の民営バス 25 社については、

平成 10 年、東京都に対し東京バス協会が補助要請を行い、東京都の協力を得た上で、各社

横並びでノンステップ化を推進し、平成 23 年度末において、全保有 4,043 台に対し 3,328

台、82.3％が導入を完了し、都営バスとの合計では 5,505 台中、86.8％の導入となります。

川崎市でも平成 12 年度の補助開始以来、24 年度までの 13 年間で合計１億 3,250 万円、年

平均 1,000 万円をかけて民間を補助し、23 年末で、民バス 71.1％、川崎市全体で 80％の導

入率となりました。 

 自前でバス事業を行っている他都市でも、このように民間補助を厚くしながら、全体の目

標達成を明確にしております。バス事業を持たない本市は、民間事業者に任せてきた結果が

現在の保有台数なのだと言わざるを得ません。仮に本市がバス事業を行っていれば、現在と

比較にならない事業費をかけてノンステップ化を行ったはずであります。 

 現在、本市内では撤退する路線バスが毎年ふえ続けるなど、民間事業者は採算性の悪化が

進んでおり、地域交通対策に地元市町村からの支援は欠かせません。本来、国からノンステ

ップ化への補助金は、協調補助を原則とし、市町村に歩調を合わせ、同額の補助を国が行っ

てきました。つまり、市町村が積極的に公的助成を行った分だけ、東京都や川崎市のように

国からの支援もふえていたはずです。しかし、本市と同様に、思うように市町村からの補助

が進まず、23 年から協調補助は廃止となり、現在は国単独でも補助事業を行うようになり

ましたが、本市の進捗から考えれば、今後は国以上に補助を行うべきではないでしょうか。

本市のバリアフリー方針では、本市がノンステップバス導入推進に取り組むと主体的にう

たっており、先ほどの市長の所信も同様であります。今後、本市はノンステップ化推進に向

け年次目標を設定し、事業者と協調すべきでありますが、明確にお答えください。 

 次に、強度行動障がいについてです。 

 先ほどの答弁によりますと、学齢期、成人ともに 119 人から 190 人、大幅に強度行動障

がい者数は増加しております。また、本市のこれまでの取り組みについてるる述べられまし



たが、施設整備のおくれや障がい者を取り巻く環境の改善は本当に進んだのか、疑問に思う

ところです。事件当時の新聞報道によりますと、事件の背景には、貧しい福祉制度と一極集

中する施設、それにわらにもすがる気持ちの親たちは、施設を出ていけと言われたらほかに

行くところがなく、沈黙せざるを得なかったと指摘しております。 

 あれから当事者と家族の苦しみは本当に緩和されたのか、先日、当事者家族にお会いし、

話を伺ってまいりました。平成 18 年当時、特別支援学校高等部の１年生だったＳさんも、

今は 23 歳となりました。175 センチを超す大柄で、当時から言葉によるコミュニケーショ

ンがとれず、自傷、睡眠障害に苦しむ毎日でした。あれから強迫性の水中毒という聞きなれ

ない症状により、長時間の入浴を繰り返し、一度の入浴で体重が５キロもふえるほど飲水し、

救急搬送。退院後は水切りのため、自宅の水栓を閉め、風呂場に鍵をかけますが、そのこと

で逆に本人は大パニックを来し、家族への他害をも引き起こしてしまいました。最近は少し

ずつ睡眠もとれるようになりましたが、情緒が悪くなる期間は、夜、眠りつくまで、決まっ

てお母さんが腕をとって部屋の中をずっとついて回り、それにも限界があるので、その後、

お母さんは脱衣所にこもり、鍵をかけ、外の様子をうかがいながら仮眠をとる毎日です。現

在単身赴任中のお父さんは、休みには必ず帰宅されます。息子さんは日中の散歩や夜中のド

ライブにより症状が安定するため、そのためにお父さんは週末には必ず帰宅されるのです。

そして、疲れた体で日曜日の夜遅くに赴任先に戻られます。ももち福祉プラザで息子を預か

ってもらうたった一日は、家族が熟睡するための貴重な一日なのです。 

 34 歳のＮさんは、もともと自閉的傾向がある、比較的軽度な症状でしたが、学校でのい

じめにより不登校となり、鬱病から拒食、過食を繰り返し、お母さんに対し他害を繰り返す

悲惨な日々を家族のサポートだけで何年も過ごしてこられました。息子のやり場のない感

情は常に母親に向けられ、お母さんは何度、息子さんと死のうと考えたかしれません。しか

し、民間施設関係者やボランティアの方々との出会いにより、ようやく本人の立ち直る努力

が始まりました。本人は家族と顔を合わせないほうが症状が安定するので、現在、自宅はＮ

君が１人だけで住んで、御家族４人はそれぞれ別々に小さな部屋を借りて生活されており

ます。Ｎ君は 24 時間支援が必要で、Ｎ君１人に対して、現在、６施設、30 人もの施設関係

者がかかわり、夜はボランティアで施設職員が寝泊まりしてくれているおかげで、Ｎ君の生

活が成り立っております。 

 ２人のお母さんは、施設で昼夜にわたり支援してくれる民間施設職員がいなければ、家族

の生活さえ成り立たなかったと感謝は尽きません。施設職員の皆さんのおかけで、本人たち

の状態は少しずつ改善しております。しかし、皆さんの苦しみや課題は、以前と比べて格段

に緩和され、解消されたとは決して言えません。平成 18 年、市木前議員の質問に、保健福

祉局長は、在宅サービスや施設サービスの充実を検討、保護者からの深刻な相談は承知して

おり、緊急対応や短期入所の充実が必要、強度行動障がい者の拠点施設についても検討を進

めていきたいと答弁しております。当時の市長も、非常に厳しい実態、家族の苦しみについ

て改めて強く認識した、何とかしなくてはならない、強度行動障がい者に対する施策の充実



を早急に検討したいと明確に答えておられます。しかし、先ほどの答弁では、市内 190 人

の障がい者に対し、通所施設利用者が 55 人、入所施設利用者が 24 人と、数字から見れば、

ニーズは当時よりさらに広がっているはずですが、サービスは先ほどの決算額に端的にあ

らわれているように、前進どころか停滞し、いまだに多くの家庭の実態は不明のまま、当時

と比較し、むしろ深刻の度は増しているのではないでしょうか。このように、緊急かつ重要

きわまりない社会全体と家族の課題に対する本市の認識と施策の連続性は余りに欠けてい

ると言わざるを得ません。 

 昨年末、福岡都市圏にある強度行動障がい者が入所する障がい者支援施設を視察させて

いただきました。職員の皆さんは、職員１人の配置では危険も予測されるため、人員加配し

ますが、24 年度からは人員配置加算が減額され始め、人件費の捻出など経営が大変厳しく

なり、経営がこれ以上困難になったら入所者はどこへ行くのかと、常に家族の立場に立って、

日々懸命に入所者と向き合っておられました。本市の独自配置加算について、今後のお考え

をお示しください。 

 現在、民間施設協議会と学術関係者が中心となり、強度行動障がい調査研究会を立ち上げ、

福岡市も連携はしておりますが、本市のこれまでの施策の前進が、極論すれば、ももち福祉

プラザの１泊預かり、これだけでは本人のケアも、家族のレスパイトにとりましても、全く

不十分であります。本市では、障がい者が地域社会で暮らすためのグループホームやケアホ

ームも不足していると聞きます。施設の少なさもさることながら、地域生活に移行するだけ

のケアや訓練が足りないことも、その要因の一つではないでしょうか。 

 先日、北海道札幌市にある札幌市自閉症者自立支援センターゆいを訪問、視察してまいり

ました。ゆいは札幌市が運営し、社会福祉法人はるにれの里が札幌市からの委託を受け運営

する、通所、長期入所もできる政令市初の強度行動障がい者の総合支援センターです。ここ

では、自我のコントロールができず、物を壊したり、金属を見つけると次々に飲み込んでし

まうような処遇困難な人たちも含めて、30 人が個別計画に基づき、最長３年間の入居生活

を送っております。この施設の特徴は、生活訓練を行った後、入所者を自宅ではなく、地域

に帰すという目標にあります。重度の入所者も、やがて地域のグループホーム、ケアホーム

で集団生活を送れるまでに改善し、３年後には施設を巣立っていかれます。ここは、施設と

いうより、社会での生活を学ぶ専門学校のような場所だと施設長は言われておりました。当

初、我が子の地域生活が想像できなかった家族は、時間をかけて施設と交流、勉強会や療育

へ参加することにより、少しずつ意を強くしていかれます。このように、地域での自立につ

いて家族が安心する材料の一つは、施設関係者の存在と日々の訓練です。さらに重要なのは、

札幌市が主体的に施設運営や地域での自立に取り組むという立ち位置、これが家族に安心

感を与えております。本市や国内でどこにも受け入れられず、相談もできず、あるいは支援

に伴う多大な経済的負担など、いつまでも家族や母親だけが負わなければならない社会の

矛盾や課題に対する行政の立ち位置こそが、家族が孤立しないためには重要だと思います。 

 強度行動障がい者は、その処遇困難さから、他の利用者との兼ね合いで既存の施設利用制



限を余儀なくされます。そのために、夜間や本人が状態が悪くなりそうなときにケアを受け

る場所がなく、御家族の緊急時や冠婚葬祭時、余暇、Ｓ君のお父さんのようにレスパイトに

要する二、三日間の短期入所さえもできません。支援の現場を支える人材育成も急務であり

ます。Ｎ君のように 24 時間の支援を要する場合、日中支援を行う施設職員が自主的にボラ

ンティアで朝まで付き添い、そのまま出勤することも珍しくないそうです。強度行動障がい

者の生活サポートは、現在、１日、１カ月ごとに詳細な個別基本計画を関係者が立て、利用

者ごと、施設ごとにそれぞれ個別に行われており、これ以上、民間施設だけで体制と機能性

の向上を図るには限界があります。 

 きょう、ちょっと個別基本計画をパネルにしてまいりましたけれども、（パネル表示）こ

れがある人の１カ月間の個別基本計画ですね。１カ月間 30 こま、ずっと何時から何時まで

に、どこの施設の誰が担当するということが１日ごとに細かく決まっております。これを見

ますと、施設数にして──１人ですよ、たった１人に対して１カ月間７施設、しかも、これ

にはない夜の時間もありますので、約 30 人の方たちが、この１人に対して１カ月にかかわ

ってある。もう施設も本当に人手不足と人材不足が深刻な中に、この個別基本計画を立てる

だけでも、これは大変な作業だということを御理解いただけると思います。 

 本市はこれまで研究事業、モデル事業を継続しておりますが、札幌市のゆいの施設長は、

経験上、研究ありきではなく、実践から研究が生まれると言われておりました。本市は今後、

実践の段階として、札幌市にもない、これまで民間施設の皆さんが積み上げてきた大変貴重

な社会資源や経験の蓄積、さらに関係者のコミュニケーションを生かしていけるのかがポ

イントとなります。強度行動障がい研究会の方々も、拠点施設があれば、ケアや宿泊、さら

に運営面での協力は惜しまないと、非常に前向きであります。 

 これも少しパネルをつくってまいりましたけれども、（パネル表示）現状がですね、例え

ば、Ｓ君、Ｎ君というふうに仮にしましたけれども、それぞれ生活の場と地域生活の場、日

中活動の場、こう分かれていまして、Ｓ君の場合は家庭が大変厳しい状況です。そして、地

域生活の場、これは何とか確保されているんですけれども、通常の自立支援の負担、これは

障害年金で毎月賄っております。これだけで足りない分、実費をさらに 10 万円以上、毎月

毎月負担をされている現状です。そして、日中活動の場も何とか確保はされている。Ｎ君の

場合は、生活の場も、地域生活の場も、日中活動の場も、それぞれ厳しいと。こういう三角

形が成り立っていない方たちが、これ以外にもたくさんいらっしゃって、ひょっとしたら、

全くそれぞれ三角形が成り立たない人も含めて、どうなっているかわからないような人が

福岡市内に合わせると 190 人いらっしゃるということです。そして、それが、それぞれの

施設が不足する人材、職員で一生懸命賄われており、これ以上サービスを広げていくには限

界が来ているという状況なんです。これを今後どういうふうに、福岡市でどう共同してやっ

ていっていただくかというと、このＳ君やＮ君、そして、この周りにある６施設や 30 人の

方たち、この方たちそれぞれが全部この拠点施設に入っていって、そして、例えば本人の集

中的なケア、そして、情緒が悪くなったときのリフレッシュ機能、そして、家族のレスパイ



トなどのリフレッシュ、この中に集まってきたそれぞれに携わる施設と関係者の人たち、こ

の人たちが情報交換をしながら、それぞれのＳ君やＮ君の状態をみんなで共有して、支援の

輪を広げていくと。そして最後に、さっき見ていただいた個別基本計画、ああいうコーディ

ネート機能をこの拠点施設において福岡市に賄ってもらいたい。それぞれがこの地域とこ

の施設を行き来する、こういうことを広げていくことによって支援の輪が広がっていく。そ

して、福岡市だけじゃなくて民間施設の方々、この方々と共同をしてですね、福岡市だけが

やるんじゃなくて、共同して支援を広げていっていただきたいと、こういうイメージでござ

います。 

 今後、強度行動障がい者支援調査研究会において、本市と民間施設共同で拠点づくりを俎

上にのせ、協議を開始し、既にある人や物など社会資源を有効に生かしながら、本人へのケ

ア、家族へのレスパイト、人材育成、入所などの機能を持つ拠点施設整備を進め、強度行動

障がい者と御家族の支援を加速すべきでありますが、明確な答弁を求めます。 

 以上で２問目を終わります。 

◯議長（森 英鷹） 馬場住宅都市局長。 

◯住宅都市局長（馬場 隆） ノンステップバス化の推進についてお答えいたします。 

 これまで、平成 18 年に定められた国の移動円滑化の促進に関する基本方針に基づき、補

助を活用しながら交通事業者に低床化した車両の導入を協議し、働きかけを行ってまいり

ました。平成 23 年に国のこの方針が改定され、平成 32 年度までのノンステップバス導入

の目標として、導入率約 70％との目標が定められたことについて、福岡市としても重く受

けとめております。そのため、平成 25 年度は補助台数をふやすことといたしているところ

でございますが、さらなる導入促進が図られるよう、今後とも交通事業者と連携して取り組

んでまいります。以上でございます。 

◯議長（森 英鷹） 中島保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（中島淳一郎） 強度行動障がい者に関する質問にお答えいたします。 

 強度行動障がい者が入所している障がい者支援施設など障害福祉サービス報酬につきま

しては、平成 24 年度に平均 2.0％の増額改定が行われましたが、人員配置体制加算の要件

が緩和される一方で、利用定員が大きい施設の場合は加算が減額されたところでございま

す。障がい者支援施設の運営につきましては、国が定めた報酬により対応すべきものと考え

ており、今後とも、施設の経営形態に見合った報酬水準が確保されるよう、機会を捉えて国

に対して要望してまいります。 

 次に、強度行動障がい者とその御家族の支援を加速すべきではないかとの御意見につき

ましては、お一人の強度行動障がい者の支援に多くの施設や事業所の支援が連携してかか

わっておられることや、御家族の方が日ごろから大変な御苦労をされておられることは、私

も深く認識しております。福岡市におきましては、現在、福岡市立ももち福祉プラザを拠点

として、強度行動障がい者の支援に取り組んでおりますが、今後、実態調査の結果やこれま

での実績などを踏まえて課題を整理、分析し、民間障がい者施設関係者とともに、福岡市に



おける拠点施設のあり方を含め、強度行動障がい者を広く支える体制の実現に向けた検討

に速やかに着手してまいりたいと考えております。以上でございます。 

◯議長（森 英鷹） 松野隆議員。 

◯18 番（松野 隆） 初めにノンステップバスですが、25 年度の本市による補助台数が４

台では、導入促進と目標に対する本市の姿勢が全く見えてきません。高齢化社会を迎え、Ｊ

Ｒも、本市の地下鉄も、バリアフリー化の進捗は目覚ましいと思います。駅のエレベーター

や転落防止、快適な車内のいすの設置など、本市が事業を担う分野では、高齢者だけでなく、

障がい者や妊産婦にまで優しいユニバーサル化も加速しております。一方、地下鉄もＪＲも

ない地域では、バス停は歩道の幅や広さが十分ではなく、上屋もベンチもない上に、段差ま

で人に厳しいなど、地域間格差が歴然としてしまいました。これは何もバス事業だけの話で

はなく、今後は地域施策のバランスに十分配慮すべきであると強く要望しておきます。ノン

ステップバスの普及は、市民にも目に見えてバリアフリーのまちづくりの進捗がわかりや

すい取り組みとして、今後さらに注目されることだと思います。この際、福岡県への協力呼

びかけも要望しておきます。24 年に始まったオープントップバスは、市民や観光客に大変

好評を博しております。空を仰ぐと同時に、市民の暮らしの足元もしっかり見つめていただ

きたいと思います。誰もが不自由なく移動でき、社会参加できる福岡市を目指し、今後のノ

ンステップバスの普及促進について、市長に御所見を求め、この質問を終わります。 

 強度行動障がいにつきましては、先ほど当局からいただいた回答に、当事者と御家族はど

れほど期待されるかと思っております。さらに、実態さえつかめない御家族の把握とケア環

境整備が進むことを期待しております。これまでのおくれを二度と繰り返さないでいただ

きたいと思います。そして、あくまでも重要なことは、意思表示をできないために、理解さ

れないことに悩み苦しむ本人へのケアと改善であり、そのことで家庭の問題解決や家族の

レスパイトは必然的に進むと確信いたします。また、重度障がい者のＱＯＬの低下そのもの

が虐待であるとの指摘もあり、地域生活のＱＯＬ確保は重要であると申し添えておきます。

重ねて、自閉症や重度知的障がい者の二次障がいである強度行動障がいを防ぐには、幼児期、

学齢期の療育が重要とされ、学校現場での障がい児教育、療育環境の向上をさらに図られま

すよう強く要望しておきます。 

 最後に、強度行動障がい対策について、高島市長に御所見を求め、私の質問を終わります。 

◯議長（森 英鷹） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 強度行動障がいのある方の支援につきましては、多くの民間障がい

者施設関係者の皆様とともに、福岡市立ももち福祉プラザを中心に取り組んでいるところ

でございますが、改めて御本人はもとより、御家族の御苦労が非常に大きいことを認識させ

ていただきました。福岡市では、平成 24 年３月に策定した福岡市障がい保健福祉計画にお

いて、障がいのある人とない人がひとしく地域の中で自立し、社会の一員としてともに生き

る社会を目標として、さまざまな障がい者施策を進めているところでございます。強度行動

障がいのある方が御家族とともに地域で安心して生活できるよう、民間障がい者施設関係



者の皆様とともに支援の充実を検討してまいります。 

 それから、福岡市においては、現在策定中の福岡市バリアフリー基本計画の中で、どこで

も、誰でも、自由に、使いやすくというユニバーサルデザインの理念に基づくまちづくりを

推進していくための方向性を明らかにしますとともに、バリアフリー化を計画的に推進し

ていくこととしております。今後、この計画に定めるバリアフリー化を進めるため、一定の

公的助成など必要となる施策を検討することとしており、松野議員御指摘のとおり、ノンス

テップバスにつきましては、車両の導入に対する福岡市の支援を拡大し、交通事業者や国と

連携して導入の促進に取り組んでまいります。以上です。 

 


